
第１回北海道循環資源利用促進税事業検証懇話会開催概要 

      

１ 開催日時 令和２年（２０20年）12月 22日（火）10:00～12:00 

 

２ 開催場所 中小企業会館（プレスト１・７） B・C・D 会議室（札幌市中央区北１条西７丁目） 

 

３ 出席者 

（１）懇話会委員（敬称略、５０音順） 

所 属 職 氏 名 出 欠 

北海道大学大学院工学研究院 教授 石井 一英 出席 

北海道農業協同組合中央会 JA 総合支援部長 伊藤 謙二 出席 

北海道漁業協同組合連合会  環境部長 上村 俊彦 出席 

北海道経済連合会 理事・事務局長 菅原 光宏 出席 

一般社団法人北海道食品産業協議会 専務理事 多田 聡史 出席 

北海道中小企業団体中央会 
事務局長兼 

連携支援部長 
柄目 誠 出席 

公益社団法人北海道産業資源循環協会  副会長 寺嶋 忠雄 出席 

地方独立行政法人北海道立総合研究機構産業技術環境

研究本部エネルギー・環境・地質研究所 
循環資源部長 三津橋 浩行 出席 

 

（２）事務局 

所 属 職 氏 名 

北海道環境生活部環境局 気候変動対策担当局長 土肥 浩己 

〃     気候変動対策課 民間連携担当課長 石動 貴子 

〃     循環型社会推進課 課 長 梶川 浩二 

     〃     気候変動対策課 主 幹 岡田 朋子 

〃 主 査 立川 絹子 

〃 主 査 久保島 康行 

〃 主 査 吉野 広一 

〃 主 事 佐藤 弘基 
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４ 開催概要 

（１）開会 

  〇土肥気候変動対策担当局長より挨拶 

  〇委員紹介 

  〇開催要領第３条の第２項に基づき、石井委員を座長に指名 

  〇石井座長より挨拶 

  【挨拶要旨】 

・前回平成２８年度にも座長を務めさせていただいた。循環型社会のみならず、低炭素、自然共生

社会といったキーワードに関しても少しずつ目を向けていこうというような報告書だったと記

憶している。 

・昨今の脱炭素の流れ、廃プラスチックの問題など、社会状況が変わってきていることに加え、廃

棄物処理業者が置かれている環境も変わってきており、みんなで取り組まなければならないと

いう機運が高まっている。 

・循環税については、排出者、処理業者、地域にとって、ウィン･ウィン･ウィンの関係になるよう

な使い方がいいのではないかと考えている。 

・様々な分野の皆様に参集いただいているので、課題やアイデアなど、色々考えていきたい。 

 

（２）循環資源利用促進税事業の検証・検討の進め方について 

  〇資料１、参考資料「循環資源利用促進税について」に基づき、事務局より説明。 

  〇循環税条例の規定については、施行後 5年目の平成 23年に検討を行い、税制度を継続して循環

税事業の積極的な推進を図ることとした上で、5年を目途に施行状況などを検証して必要な措置

を講ずることとした。 

〇それを受けて、平成 28年には、税事業の効果の検証や今後の在り方について検討を行い、報告

書を取りまとめている。 

  〇今回、前回の平成 28 年から5年を迎える令和３年に向けて、税事業の実施状況、効果を検証

し、課題やニーズを明らかにして、循環税事業の在り方について検討する。 

  〇検証・検討の視点・方向性として、次の2点を軸に、循環税事業の在り方を検討する。 

   ・「北海道循環型社会形成推進基本計画」の着実な推進 

   ・事業者の施策ニーズや社会情勢などを踏まえた取組の充実 

 

（３）循環資源利用促進税事業の取組状況について 

  〇資料２－１～３、資料３－１～４、資料４－１～４に基づき、事務局より税収等の状況、税事業

費の執行状況、税事業の内容・取組状況、産業廃棄物の排出・処理の状況について説明。 

  〇委員から質問事項問等（次回会議に提示） 

   ・資料３－３ 不法投棄判明件数の内訳 

   ・資料３－４ 不法投棄等残存状況の内訳 

・資料４－４ 本来中間処理・リサイクルされている木くず、動植物性残さ等の産業廃棄物の最終

処分量が増加している要因 

   ・他県等において、最終処分場の費用等に循環税が充てられている例の有無 
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  〇委員からの意見・発言等。 

   ・食品ロスの削減に取り組んでいる（多田委員） 

   ・食品ロスは大きな問題。商慣習の見直しなども進めていきたい。乾式メタン発酵などにも力を  

    入れていきたい。（菅原委員）。 

   ・漁網の再利用などの研究に取り組んでいるが、費用対効果の面で難航している。海外からの海 

岸漂着ごみも悩ましい問題となっている。（上村委員） 

・不法投棄対策にもっと税の事業費を充当して欲しい。（上村委員） 

   ・農業用廃プラスチックの適正処理に向けた協議の場を設け、取り組んでいる。研修会では、循 

環税事業のリーガルアドバイザー派遣を活用した。（伊藤委員） 

   ・会員に積極的に循環税事業を周知していきたい。（柄目委員） 

   ・最終処分場の維持に対しても補助対象としていただきたい。（寺嶋委員） 

   ・新築現場の新材端材の石膏ボードのリサイクルについて、特にメーカーへの働きかけをお願い 

したい。（寺嶋委員） 

・道総研では、平成 22年度から研究開発事業に取り組んでいるほか、技術指導も行っているの 

で、是非利用いただきたい。（三津橋委員） 

・設備整備事業ではその設備が地域で充足しているのか、不足しているのかといった視点で補助 

を検討することが必要と考える。（三津橋委員） 

 

（４）その他 

  〇次回会議に向けての座長発言 

   ・委員の皆様には、ヒアリングなどで団体のご意見等をまとめていただきたい。 

   ・近年、それぞれの事業者の取組だけでは最終処分量の削減が困難な状況となっており、排出か 

らリサイクル製品にするところまで一貫したシステム・ループを意識した仕組み作りを検討す 

る必要がある。 

   ・デジタル化や ICT などとの、異分野マッチングを意識してほしい。脱炭素に貢献するような効 

率的な設備の導入にもつながるとともに、様々な分野の方が色々なアイデアを出しながら進め 

るような形がよいと考える。 

   ・設備整備が進んでいない地域があるのであれば、実態を把握した上で、積極的に推進する必要 

がある。 

 

５ 今後の予定 

  〇第２回は令和３年２月中旬を予定 
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産業廃棄物の排出・処理の状況 

 

区 分 
平成25年度 

(A) 

平成 29年度 

(B) 

増減 

(B-A) 

増減比 

(B/A-1) 

排   出   量 3,757万 t  3,874万 t  117万 t  3.1% 

再 生 利 用 量 2,095万 t  2,150万 t  55万 t  2.6% 

再 生 利 用 率 55.8% 55.5% -0.3% 
  

(動物のふん尿を除く） 36.3% 36.3% 0.0% 

最 終 処 分 量 75.0万 t  67.9万 t  -7.1万 t  -9.5% 

最 終 処 分 率 2.0% 1.8% -0.2%   

 

 

（参考）北海道循環型社会形成推進基本計画［第２次］における取組指標及び目標 

指  標 現状（平成２９年度） 
目標（令和６年度） 

現状との比較 

産業廃棄物の排出量 ３，８７４万トン 
３，７５０万トン以下 

約３％削減 

産業廃棄物の再生利用率 ５５．５% 
５７％以上 

１．５ポイント増加 

産業廃棄物の最終処分量 ６８万トン 
５７万トン以下 

約１６％削減 

 

 

 

図 最終処分量の年度別推移 (H14～R1) 

（H14～19：環境生活部循環型社会推進課調べ、H20～R1：循環税の税収から換算） 

第１回資料４－１ 
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汚
泥

ガ
ラ

陶

9 7 4

汚
泥

廃
プ

ラ

2.
7
%

30
.2
%

全
体

95
5
全

体
37

全
体

42
(6
)

胆
振

汚
泥

鉱
さ

い

ば
い
じ
ん

4,
67
7

69
3

63
9

汚
泥

ば
い
じ
ん

ガ
ラ

陶

41 30 22

ガ
ラ

陶
25
.5
%

全
体

8,
08
1
全

体
14
6

全
体

15
3

(7
)

日
高

が
れ
き
類

汚
泥

木
く

ず

10
0 54 15

が
れ
き
類

汚
泥

ガ
ラ

陶

4 2 1

汚
泥

木
く

ず

ガ
ラ

陶

廃
プ

ラ

4.
2
%

8.
2
%

20
.2
%

29
.9
%

全
体

1,
00
4
全

体
13

全
体

7
(▲
6)

渡
島

汚
泥

が
れ
き
類

ガ
ラ

陶

48
7

22
1 66

汚
泥

が
れ
き
類

ガ
ラ

陶

13 8 7

汚
泥

2.
6
%

全
体

1,
54
1
全

体
43

全
体

36
(▲
7)

檜
山

汚
泥

が
れ
き
類

木
く

ず

36 26 14

が
れ
き
類

汚
泥

ガ
ラ

陶

1 1 1

汚
泥

2.
5
%

全
体

25
6
全

体
4

全
体

10
(5
)

上
川

汚
泥

が
れ
き
類

木
く

ず

54
1

30
6 48

が
れ
き
類

汚
泥

ガ
ラ

陶

11 9 7

汚
泥

木
く

ず

1.
7
%

7.
7
%

全
体

1,
97
8
全

体
50

全
体

50
(-
)

留
萌

汚
泥

が
れ
き
類

木
く

ず

64 38 6

汚
泥

が
れ
き
類

廃
プ

ラ

4 1 1

汚
泥

廃
プ

ラ

ガ
ラ

陶

6.
5
%

30
.2
%

24
.2
%

全
体

43
3
全

体
8

全
体

4
(▲
4)

（
北
海
道
循
環
型
社
会
形
成
推
進
基
本
計
画
［
第
2
次
］
よ
り
抜
粋
）

※
１
排
出
量
の
上
位
３
種
か
ら
は
「
動
物
の
ふ
ん
尿
」
を
除
い
て
い
る
。

※
２
「
全
道
に
お
け
る
最
終
処
分
率
よ
り
も
最
終
処
分
率
が
高
い
産
業
廃
棄
物
」
に
つ
い
て
は
、
当
該
地
域
に
お
け
る
排
出
量
上

位
５
種
（
動
物
の
ふ
ん
尿
を
除
く
）
の
産
業
廃
棄
物
の
う
ち
全
道
に
お
け
る
当
該
産
業
廃
棄
物
の
最
終
処
分
率
（「
全
道
」
の

欄
）
よ
り
も
最
終
処
分
率
が
高
い
も
の
を
掲
載
し
た
。

※
３
表
中
に
お
い
て
、
産
業
廃
棄
物
の
名
称
を
略
し
て
い
る
も
の
の
正
式
名
称
は
次
の
と
お
り
。

ガ
ラ

陶
：
ガ
ラ
ス
く
ず
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト
く
ず
及
び
陶
磁
器
く
ず

廃
プ

ラ
：
廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
類

動
植
物
残
さ
：
動
植
物
性
残
さ

地
域

排
出
量
が
多
い

産
業
廃
棄
物

(上
位
３
種
・
全
体
)

［
千
ｔ
］

最
終
処
分
量
が
多
い

産
業
廃
棄
物

（
上
位
３
種
・
全
体
）

［
千
ｔ
］

全
道
に
お
け
る

最
終
処
分
率
よ
り
も

最
終
処
分
率
が
高
い

産
業
廃
棄
物

処
分
地
域
別

最
終
処
分
量

(
)内
は
流
出
入
量
の
差

［
千
ｔ
］

宗
谷

汚
泥

が
れ
き
類

廃
プ

ラ

11
7 79 12

汚
泥

が
れ
き
類

廃
プ

ラ

4 3 2

汚
泥

3.
7
%

全
体

1,
32
9
全

体
15

全
体

11
(▲
4)

ｵ
ﾎ
ｰ
ﾂ
ｸ

汚
泥

が
れ
き
類

木
く

ず

39
8

16
8 27

汚
泥

が
れ
き
類

ば
い
じ
ん

10 6 6

汚
泥

2.
5
%

全
体

3,
30
7
全

体
42

全
体

52
(9
)

十
勝

汚
泥

が
れ
き
類

木
く

ず

67
7

34
5 49

汚
泥

が
れ
き
類

廃
プ

ラ

33 12 6

汚
泥

ガ
ラ

陶

動
植
物
残
さ

5.
6
%

26
.1
%

9.
2
%

全
体

6,
20
2
全

体
72

全
体

86
(1
4)

釧
路

汚
泥

が
れ
き
類

燃
え

殻

2,
08
8

13
9

10
9

汚
泥

が
れ
き
類

廃
プ

ラ

8 7 4

が
れ
き
類

木
く

ず

ガ
ラ

陶

5.
0
%

8.
2
%

19
.6
%

全
体

4,
59
1
全

体
30

全
体

36
(6
)

根
室

汚
泥

が
れ
き
類

木
く

ず

12
7 77 11

汚
泥

が
れ
き
類

廃
プ

ラ

5 3 2

汚
泥

が
れ
き
類

木
く

ず

4.
0
%

4.
4
%

7.
6
%

全
体

3,
28
5
全

体
16

全
体

12
(▲
4)

全
道

汚
泥

が
れ
き
類

鉱
さ

い

12
,4
65

3,
33
6

69
9

汚
泥

が
れ
き
類

ガ
ラ

陶

18
0

12
5 79

汚
泥

木
く

ず

廃
プ

ラ

ガ
ラ

陶

動
植
物
残
さ

が
れ
き
類

1.
4
%

7.
3
%

28
.8
%

16
.9
%

8.
4
%

3.
8
%

全
体

38
,7
41

全
体

67
9

第１回資料４－２
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（
単
位
：
ｔ
）

3
8
,
7
4
1
,
0
5
5

10
0.

0
3
7
,
5
7
3
,
0
7
5

3
.
1

2
1
,
4
9
8
,
1
4
6

10
0.
0

5
5
.
5

5
5
.
8

▲
 
0
.
3

6
7
8
,
9
5
8

1
0
0
.
0

1
.
8

2
.
0

▲
 
0
.
2

1
9
,
7
0
9
,
6
2
4

50
.9

1
9
,
5
6
0
,
2
6
8

0
.
8

1
4
,
5
6
9
,
3
5
6

67
.8

7
3
.
9

7
3
.
6

0
.
3

6
,
3
5
9

0
.
9

0
.
0

0
.
0

0
.
0

5
,
9
2
6

0.
0

1
4
,
3
2
4

▲
 
5
8
.
6

5
,
8
2
8

0.
0

9
8
.
3

8
7
.
6

1
0
.
7

3
3

0
.
0

0
.
6

3
.
3

▲
 
2
.
7

2
,
1
3
4

0.
0

1
,
3
7
0

5
5
.
8

4
1
5

0.
0

1
9
.
5

8
.
3

1
1
.
2

1
,
4
3
5

0
.
2

6
7
.
2

6
9
.
6

▲
 
2
.
4

6
7
,
7
3
6

0.
2

7
8
,
6
5
4

▲
 
1
3
.
9

6
,
3
9
9

0.
0

9
.
4

1
2
.
9

▲
 
3
.
5

2
0
0

0
.
0

0
.
3

2
6
.
0

▲
 
2
5
.
7

4
,
3
0
6
,
3
9
5

11
.1

4
,
2
3
5
,
6
3
5

1
.
7

3
,
7
7
8
,
9
8
6

17
.6

8
7
.
8

9
0
.
1

▲
 
2
.
3

3
0
8
,
2
8
0

4
5
.
4

7
.
2

7
.
1

0
.
1

9
,
0
2
7
,
2
9
1

23
.3

7
,
4
8
6
,
0
3
8

2
0
.
6

2
,
5
1
6
,
4
7
7

11
.7

2
7
.
9

2
0
.
2

7
.
7

2
2
4
,
4
2
8

3
3
.
1

2
.
5

3
.
7

▲
 
1
.
2

食
料

品
1
,
0
1
1
,
7
1
1

2.
6

1
,
3
5
4
,
1
9
3

▲
 
2
5
.
3

3
8
5
,
7
1
8

1.
8

3
8
.
1

2
4
.
4

1
3
.
7

8
7
,
8
8
3

1
2
.
9

8
.
7

5
.
3

3
.
4

5
,
4
2
4
,
4
2
5

14
.0

5
,
7
3
3
,
6
1
7

▲
 
5
.
4

5
4
2
,
4
1
5

2.
5

1
0
.
0

1
6
.
9

▲
 
6
.
9

7
9
,
7
2
6

1
1
.
7

1
.
5

1
.
4

0
.
1

2
1
,
5
1
6

0.
1

1
6
2
,
0
7
8

▲
 
8
6
.
7

8
,
4
4
0

0.
0

3
9
.
2

5
3
.
3

▲
 
1
4
.
1

8
,
7
5
8

1
.
3

4
0
.
7

1
4
.
9

2
5
.
8

5
8
,
2
5
6

0.
2

7
6
,
4
1
9

▲
 
2
3
.
8

4
0
,
5
0
2

0.
2

6
9
.
5

6
5
.
7

3
.
8

8
,
6
8
5

1
.
3

1
4
.
9

2
0
.
0

▲
 
5
.
1

3
2
,
9
9
9

0.
1

5
8
,
1
4
9

▲
 
4
3
.
3

8
,
5
7
5

0.
0

2
6
.
0

1
9
.
1

6
.
9

2
0
,
1
4
2

3
.
0

6
1
.
0

8
.
2

5
2
.
8

（
平

成
２

９
年

度
産

業
廃

棄
物

処
理

状
況

調
査

よ
り

）

　
注

）
主

な
業

種
の

み
を

掲
げ

て
い

る
た

め
、

業
種

別
の

積
算

と
「

合
計

」
の

数
値

は
一

致
し

な
い

。

産
業

廃
棄

物
の

排
出

・
処

理
の

状
況

 
　

　
　

　
　

区
　

分

　
種

　
類

排
出

量
a

産
業
全
体

に
占
め
る

割
合
(%

)

比
較

H
2
5
→
H
2
9

(
%
)

◯
業

種
別

　
産

業
廃

棄
物

の
状

況
（

H
2
9
年

度
）

農
業

(H
25
再

生
利

用
率
)

比
較

H
2
5
→
H
2
9

(
%
)

最
終

処
分

量
c

産
業
全
体

に
占
め
る

割
合
(
%
)

(H
25

排
出

量
)

比
較

H2
5→

H2
9

(%
)

再
生

利
用

量
b

産
業

全
体

に
占

め
る

割
合

(%
)

再
　

生
利

用
率

(
%
)
 
b
/
a

合
計

最
　

終
処

分
率

(
%
)
 
c
/
a

(
H
2
5
最
終

処
分
率
)

運
輸

業

卸
売

・
小

売
業

飲
食

サ
ー

ビ
ス

業

林
業

漁
業

鉱
業

建
設

業

製
造

業

電
気

･
水

道
業

第
１
回
資
料
４
－
３
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（
単
位
：
t）

38
,7
41
,0
55

37
,5
73
,0
75

3.
1

21
,4
98
,1
46

55
.5

55
.8

▲
 0

.3
1
6,
55
2,
55
9

15
,8

6
6
,
0
9
7

4
.
3

67
8,
95
8

7
5
0
,
2
1
8

▲
 
9
.
5

　
燃

え
殻

25
1,
66
8

26
7,
24
5

▲
 
5.

8
23
4,
69
1

93
.3

94
.8

▲
 1

.6
2

1
5

▲
 
8
9
.
5

16
,9
75

1
3
,
7
5
1

2
3
.
4

　
汚

泥
12
,4
65
,4
41

11
,6
92
,1
23

6.
6

89
4,
00
5

7.
2

6.
7

0.
4

1
1,
38
5,
05
5

10
,5

9
1
,
5
2
1

7
.
5

18
0,
22
4

3
1
0
,
0
9
1

▲
 
4
1
.
9

　
廃

プ
ラ
ス

チ
ッ

ク
類

23
2,
53
8

21
6,
58
1

7.
4

12
1,
91
3

52
.4

58
.4

▲
 5

.9
41
,3
79

2
5
,
4
8
3

6
2
.
4

66
,8
88

6
4
,
2
5
4

4
.
1

廃
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
類

21
8,
09
8

20
3,
35
6

7.
2

10
8,
65
9

49
.8

56
.5

▲
 6

.7
40
,8
71

2
4
,
9
8
7

6
3
.
6

66
,2
11

6
3
,
0
3
9

5
.
0

廃
タ

イ
ヤ

1
4,
44
0

13
,2
25

9.
2

13
,2
55

91
.8

86
.8

5.
0

50
8

4
9
6

2
.
5

67
7

1
,
2
1
5

▲
 
4
4
.
3

　
木

く
ず

51
9,
39
2

33
6,
21
4

5
4.

5
45
9,
79
7

88
.5

90
.3

▲
 1

.8
21
,3
89

1
3
,
1
0
8

6
3
.
2

38
,1
72

1
9
,
2
5
4

9
8
.
3

　
動

植
物
性

残
さ

15
4,
39
7

24
7,
04
2

▲
 3

7.
5

11
9,
39
3

77
.3

88
.3

▲
 1

0.
9

22
,0
53

2
2
,
7
7
2

▲
 
3
.
2

12
,9
51

5
,
6
6
5

1
2
8
.
6

　
金

属
く
ず

7
4,
95
0

83
,4
36

▲
 1

0.
2

56
,9
60

76
.0

88
.8

▲
 1

2.
8

0
1
,
4
5
5

▲
 
1
0
0
.
0

17
,5
21

6
,
7
4
2

1
5
9
.
9

46
9,
23
5

24
5,
75
9

9
0.

9
38
2,
57
0

81
.5

64
.8

16
.8

7,
37
8

1
5
,
7
5
7

▲
 
5
3
.
2

79
,2
87

7
0
,
6
4
1

1
2
.
2

　
鉱

さ
い

69
9,
40
1

24
9,
15
9

18
0.

7
68
3,
25
2

97
.7

76
.3

21
.4

－
8

▲
 
1
0
0
.
0

16
,1
49

5
8
,
9
4
4

▲
 
7
2
.
6

　
が

れ
き
類

3,
33
5,
97
5

3,
40
9,
84
1

▲
 
2.

2
3,
20
8,
46
2

96
.2

98
.2

▲
 2

.0
63

4
3
6

▲
 
8
5
.
5

12
5,
21
3

6
2
,
3
7
3

1
0
0
.
7

　
動

物
の
ふ

ん
尿

19
,5
06
,9
43

19
,4
81
,4
64

0.
1

14
,5
07
,9
76

74
.4

73
.9

0.
5

4,
99
8,
96
0

5,
09

0
,
9
7
6

▲
 
1
.
8

7
－

－

　
ば

い
じ
ん

68
4,
47
7

93
2,
96
0

▲
 2

6.
6

64
5,
03
7

94
.2

97
.9

▲
 3

.7
6

3
1

▲
 
7
9
.
1

39
,4
33

1
6
,
9
4
6

1
3
2
.
7

　
建

設
系
混

合
廃

棄
物

4
8,
74
4

10
9,
52
2

▲
 5

5.
5

8,
97
9

18
.4

30
.9

▲
 1

2.
5

2,
05
3

1
,
0
9
6

8
7
.
3

37
,7
12

7
4
,
5
2
9

▲
 
4
9
.
4

　
廃

石
こ
う

ボ
ー

ド
3
5,
01
0

42
,1
44

▲
 1

6.
9

13
,1
20

37
.5

54
.8

▲
 1

7.
3

－
3

▲
 
1
0
0
.
0

21
,8
90

1
9
,
0
3
7

1
5
.
0

（
平

成
２

９
年

度
産

業
廃

棄
物

処
理
状
況
調
査
よ
り
）

　
注

）
主

な
種

類
の

み
を

掲
げ

て
い
る
た
め
、
種
類
別
の
積
算
と
「
合

計
」
の
数
値
は
一
致
し
な
い
。

　
　

　
網

掛
け

部
分

は
、

「
設

備
整
備
費
補
助
金
」
補
助
率
2/
3以

内
の
重
点
４
品
目
。

合
　

　
　

　
計

　
ｶﾞ

ﾗｽ
･ｺ

ﾝｸ
ﾘｰ
ﾄ･
陶

磁
器

く
ず

比
較

H2
5→

29
(%

)

減
量

化
量

C
(H

2
5

減
量

化
量

)

産
業
廃
棄
物
の
排
出
・処

理
の
状
況

◯
種
類
別
　
産
業
廃
棄
物
の
状
況
（
H
2
9年

度
）

  
  

  
　
　

 
  

 区
　

分

　
主

 な
 種

 
類

排
出

量
A

(H
25

排
出
量
)

比
較

H2
5→

29
(
%)

再
生

利
用

量
B

再
生

利
用

率
B
/
A
(
%
)

(H
25

再
生

利
用
率
)

比
較

H
2
5
→

2
9

(
%
)

比
較

H
2
5
→

2
9

(
%
)

最
終

処
分

量
D

(
H
2
5
最

終
処

分
量

)

第
１
回
資
料
４
－
４
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札
幌

市
札
幌
市
以
外

函
館

市
函
館
市
以
外

旭
川

市
旭
川
市
以
外

合
　

計
3
8
,
7
4
1
,
0
5
5

6
7
8
,
9
5
8

1
.
8
%

3
.
4
%

3
.
5
%

3
.
5
%

3
.
8
%

1
.
8
%

1
.
3
%

3
.
3
%

2
.
5
%

1
.
5
%

3
.
1
%

2
.
2
%

1
.
9
%

1
.
1
%

1
.
3
%

1
.
2
%

0
.
7
%

0
.
5
%

燃
え

殻
2
5
1
,
6
6
8

1
6
,
9
7
5

6
.
7
%

3
2
.
1
%

4
8
.
4
%

1
5
.
5
%

2
3
.
6
%

6
.
7
%

1
7
.
4
%

1
6
.
4
%

0
.
6
%

2
0
.
1
%

1
1
.
3
%

1
9
.
4
%

1
0
.
6
%

7
.
0
%

5
7
.
0
%

1
6
.
5
%

0
.
2
%

1
0
.
8
%

汚
泥

1
2
,
4
6
5
,
4
4
1

1
8
0
,
2
2
4

1
.
4
%

2
.
2
%

1
.
0
%

2
.
4
%

2
.
7
%

0
.
9
%

4
.
2
%

1
.
6
%

6
.
0
%

2
.
5
%

1
.
5
%

2
.
3
%

6
.
5
%

3
.
7
%

2
.
5
%

5
.
6
%

0
.
4
%

4
.
0
%

廃
油

4
2
,
3
8
1

3
,
3
9
2

8
.
0
%

4
.
2
%

1
1
.
9
%

8
.
9
%

1
5
.
1
%

5
.
2
%

2
0
.
6
%

1
1
.
5
%

1
1
.
5
%

1
5
.
1
%

6
.
9
%

2
1
.
1
%

1
6
.
6
%

1
.
0
%

1
1
.
8
%

1
4
.
5
%

9
.
5
%

1
2
.
9
%

廃
酸

1
2
,
0
3
9

2
1
4

1
.
8
%

5
.
2
%

7
.
0
%

1
.
3
%

1
.
6
%

0
.
7
%

2
.
2
%

2
.
3
%

0
.
9
%

2
.
4
%

4
.
5
%

3
.
2
%

1
.
2
%

0
.
8
%

1
.
3
%

1
.
3
%

0
.
5
%

0
.
6
%

廃
ア

ル
カ

リ
3
,
0
2
1

2
0
7

6
.
9
%

1
6
.
8
%

1
1
.
6
%

5
.
4
%

1
6
.
2
%

1
.
3
%

2
2
.
9
%

7
.
9
%

1
3
.
7
%

1
6
.
5
%

1
8
.
2
%

1
3
.
2
%

2
4
.
8
%

2
3
.
0
%

2
8
.
3
%

1
1
.
7
%

1
3
.
2
%

3
0
.
3
%

廃
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
類

2
3
2
,
5
3
8

6
6
,
8
8
8

2
8
.
8
%

2
8
.
8
%

3
1
.
4
%

3
0
.
6
%

3
0
.
2
%

2
7
.
5
%

2
9
.
9
%

2
8
.
0
%

3
2
.
5
%

2
8
.
8
%

3
1
.
4
%

2
6
.
4
%

3
0
.
2
%

1
9
.
0
%

2
8
.
4
%

2
6
.
9
%

2
9
.
9
%

2
8
.
3
%

紙
く

ず
9
8
,
3
2
8

1
,
6
7
9

1
.
7
%

2
1
.
1
%

0
.
4
%

8
.
7
%

1
8
.
9
%

1
3
.
1
%

1
7
.
5
%

1
6
.
8
%

1
7
.
5
%

1
7
.
0
%

6
.
7
%

1
6
.
9
%

1
7
.
1
%

1
6
.
9
%

1
7
.
0
%

1
4
.
8
%

1
7
.
8
%

1
8
.
4
%

木
く

ず
5
1
9
,
3
9
2

3
8
,
1
7
2

7
.
3
%

7
.
3
%

7
.
6
%

8
.
4
%

7
.
2
%

7
.
5
%

8
.
2
%

7
.
5
%

5
.
8
%

1
.
9
%

8
.
7
%

7
.
3
%

7
.
0
%

7
.
2
%

7
.
3
%

7
.
3
%

8
.
2
%

7
.
6
%

繊
維

く
ず

1
,
3
9
4

1
,
0
0
9

7
2
.
4
%

7
4
.
2
%

7
0
.
8
%

6
9
.
5
%

7
1
.
5
%

6
8
.
8
%

6
9
.
0
%

8
1
.
5
%

7
2
.
4
%

7
2
.
4
%

8
5
.
7
%

6
9
.
4
%

6
8
.
7
%

7
3
.
2
%

6
9
.
6
%

7
0
.
0
%

7
4
.
5
%

7
1
.
3
%

動
植

物
性

残
さ

1
5
4
,
3
9
7

1
2
,
9
5
1

8
.
4
%

3
.
7
%

9
.
2
%

1
1
.
6
%

1
3
.
5
%

1
2
.
6
%

5
.
8
%

7
.
8
%

7
.
7
%

6
.
4
%

4
.
6
%

3
.
4
%

6
.
6
%

7
.
2
%

5
.
4
%

9
.
2
%

7
.
9
%

6
.
6
%

動
物

系
固

形
不

要
物

2
,
2
0
5

3
9
3

1
7
.
8
%

1
7
.
8
%

1
7
.
8
%

1
7
.
8
%

1
7
.
8
%

1
7
.
8
%

1
7
.
8
%

1
7
.
8
%

1
3
.
0
%

1
7
.
8
%

1
7
.
8
%

1
7
.
8
%

1
7
.
8
%

1
7
.
8
%

1
7
.
8
%

1
9
.
3
%

1
7
.
8
%

1
7
.
8
%

ゴ
ム

く
ず

1
,
0
3
2

8
1
8

7
9
.
3
%

9
8
.
5
%

9
6
.
3
%

9
6
.
8
%

3
6
.
3
%

9
1
.
7
%

9
4
.
1
%

9
6
.
0
%

8
3
.
9
%

9
5
.
1
%

9
4
.
9
%

9
3
.
9
%

9
3
.
7
%

9
4
.
4
%

9
4
.
1
%

9
4
.
8
%

9
6
.
1
%

9
5
.
8
%

金
属

く
ず

7
4
,
9
5
0

1
7
,
5
2
1

2
3
.
4
%

2
0
.
0
%

2
4
.
4
%

2
2
.
5
%

2
2
.
7
%

2
3
.
8
%

2
3
.
6
%

2
5
.
3
%

2
2
.
7
%

2
0
.
6
%

2
3
.
9
%

2
3
.
3
%

2
2
.
3
%

2
2
.
8
%

2
2
.
6
%

2
3
.
3
%

2
2
.
9
%

2
4
.
6
%

ｶ
ﾞ
ﾗ
ｽ
･
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
･
陶

磁
器

4
6
9
,
2
3
5

7
9
,
2
8
7

1
6
.
9
%

1
4
.
6
%

1
4
.
6
%

1
3
.
5
%

1
3
.
2
%

2
5
.
5
%

2
0
.
2
%

4
9
.
0
%

9
.
1
%

1
2
.
1
%

1
1
.
9
%

1
8
.
3
%

2
4
.
2
%

1
5
.
5
%

1
4
.
6
%

2
6
.
1
%

1
9
.
6
%

1
7
.
5
%

鉱
さ

い
6
9
9
,
4
0
1

1
6
,
1
4
9

2
.
3
%

5
7
.
7
%

7
9
.
2
%

6
6
.
7
%

8
6
.
7
%

1
.
7
%

1
8
.
5
%

8
5
.
7
%

4
5
.
8
%

1
9
.
8
%

8
3
.
5
%

3
6
.
4
%

1
8
.
3
%

2
9
.
2
%

5
3
.
2
%

3
0
.
6
%

7
4
.
1
%

2
9
.
1
%

が
れ

き
類

3
,
3
3
5
,
9
7
5

1
2
5
,
2
1
3

3
.
8
%

3
.
7
%

3
.
8
%

3
.
6
%

3
.
8
%

3
.
5
%

3
.
7
%

3
.
7
%

3
.
5
%

3
.
8
%

4
.
1
%

3
.
6
%

3
.
7
%

3
.
7
%

3
.
6
%

3
.
8
%

5
.
0
%

4
.
4
%

動
物

の
ふ

ん
尿

1
9
,
5
0
6
,
9
4
3

7
0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

動
物

の
死

体
3
2
,
3
7
1

1
,
8
9
2

5
.
8
%

5
.
8
%

5
.
3
%

5
.
8
%

5
.
8
%

5
.
8
%

5
.
8
%

5
.
8
%

5
.
8
%

5
.
8
%

5
.
8
%

5
.
8
%

5
.
8
%

5
.
8
%

5
.
8
%

5
.
8
%

5
.
8
%

5
.
8
%

ば
い

じ
ん

6
8
4
,
4
7
7

3
9
,
4
3
3

5
.
8
%

1
8
.
8
%

1
3
.
2
%

2
2
.
8
%

5
.
6
%

4
.
7
%

0
.
1
%

3
.
1
%

0
.
4
%

0
.
1
%

4
.
7
%

6
1
.
8
%

0
.
1
%

0
.
4
%

6
9
.
1
%

0
.
4
%

3
.
6
%

0
.
2
%

処
分

す
る

た
め

に
処

理
1
,
0
0
5

1
,
0
0
5

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

建
設

系
混

合
廃

棄
物

4
8
,
7
4
4

3
7
,
7
1
2

7
7
.
4
%

7
6
.
2
%

7
5
.
3
%

7
8
.
4
%

7
8
.
3
%

7
8
.
5
%

7
8
.
9
%

7
7
.
6
%

7
8
.
8
%

7
7
.
2
%

7
6
.
5
%

7
8
.
8
%

7
8
.
7
%

7
7
.
8
%

7
7
.
5
%

7
7
.
8
%

7
8
.
6
%

7
9
.
4
%

廃
石

こ
う

ボ
ー

ド
3
5
,
0
1
0

2
1
,
8
9
0

6
2
.
5
%

6
5
.
0
%

6
3
.
3
%

6
1
.
6
%

6
2
.
3
%

6
1
.
2
%

6
1
.
7
%

6
1
.
3
%

6
1
.
1
%

6
4
.
8
%

6
2
.
0
%

6
1
.
1
%

6
1
.
2
%

6
2
.
6
%

6
2
.
4
%

6
2
.
5
%

6
4
.
8
%

6
1
.
7
%

廃
家

電
品

3
,
3
1
7

4
7
1

1
4
.
2
%

1
0
.
5
%

1
6
.
8
%

1
3
.
4
%

1
3
.
6
%

1
3
.
0
%

8
.
7
%

1
5
.
0
%

9
.
9
%

9
.
0
%

1
4
.
2
%

1
2
.
7
%

8
.
8
%

9
.
8
%

1
0
.
9
%

1
3
.
7
%

1
6
.
0
%

1
0
.
6
%

廃
バ

ッ
テ

リ
ー

1
,
2
9
0

8
0
.
6
%

1
.
3
%

0
.
3
%

0
.
8
%

1
.
4
%

1
.
0
%

2
.
4
%

0
.
7
%

3
.
2
%

5
.
1
%

0
.
6
%

1
.
6
%

2
.
4
%

1
.
2
%

1
.
1
%

0
.
8
%

1
.
4
%

2
.
3
%

廃
自

動
車

4
,
0
4
4

-
0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

水
銀

廃
棄

物
9
5
9

2
4
0

2
5
.
0
%

2
3
.
7
%

2
4
.
0
%

2
7
.
4
%

2
8
.
5
%

2
3
.
4
%

2
4
.
2
%

2
4
.
6
%

2
5
.
1
%

2
0
.
9
%

2
5
.
6
%

2
8
.
7
%

2
0
.
4
%

2
0
.
4
%

2
3
.
9
%

2
8
.
3
%

2
7
.
0
%

2
3
.
1
%

感
染

性
廃

棄
物

3
2
,
3
9
3

5
,
4
7
6

1
6
.
9
%

1
8
.
9
%

1
5
.
5
%

1
5
.
6
%

1
4
.
2
%

1
0
.
7
%

9
.
6
%

1
8
.
5
%

1
8
.
4
%

1
8
.
5
%

1
8
.
4
%

1
8
.
6
%

1
7
.
7
%

1
9
.
1
%

2
7
.
3
%

1
9
.
8
%

2
4
.
0
%

1
8
.
5
%

P
C
B
廃

棄
物

等
7
4
9

1
2
8

1
7
.
0
%

3
.
7
%

9
.
6
%

1
0
.
4
%

1
.
8
%

2
7
.
2
%

5
4
.
5
%

9
.
6
%

2
6
.
7
%

4
4
.
9
%

0
.
3
%

2
8
.
8
%

0
.
2
%

3
.
0
%

2
6
.
5
%

1
.
4
%

1
7
.
1
%

4
4
.
4
%

廃
石

綿
等

3
,
0
6
5

3
,
0
4
6

9
9
.
4
%

9
9
.
8
%

9
9
.
7
%

9
9
.
9
%

9
9
.
8
%

9
6
.
5
%

9
9
.
8
%

9
9
.
9
%

9
9
.
9
%

9
9
.
6
%

9
9
.
4
%

1
0
0
%

9
9
.
9
%

9
9
.
8
%

9
9
.
9
%

9
9
.
8
%

9
8
.
4
%

9
9
.
3
%

そ
の

他
産

業
廃

棄
物

2
3
,
2
9
0

6
,
5
5
6

2
8
.
1
%

3
1
.
1
%

4
3
.
5
%

3
6
.
8
%

3
5
.
3
%

3
3
.
3
%

3
2
.
7
%

3
2
.
0
%

2
4
.
6
%

3
4
.
0
%

4
9
.
6
%

3
3
.
7
%

3
7
.
5
%

2
.
7
%

3
0
.
7
%

3
0
.
3
%

4
2
.
0
%

2
7
.
0
%

※
　

平
成

２
９

年
度

産
業

廃
棄

物
処

理
状

況
調

査
よ

り

平
成

２
９

年
度

（
２

０
１

７
年

度
）

　
産

業
廃

棄
物

　
種

類
・

地
域

別
　

最
終

処
分

率

　
　

　
　

　
　

 
区

　
分

種
　

類
排

出
量

合
計

(
t
)

最
終

処
分

量
合

計
(
t
)

合
　

計
空

　
知

石
　

狩
後

　
志

胆
　

振
日

　
高

十
　

勝
釧

　
路

根
　

室
渡

　
島

檜
　

山
上

　
川

留
　

萌
宗

　
谷

オ
ホ
ー
ツ
ク

12



○他府県の取組状況
　※出典：総務省「法定外税の実施実施状況（令和元年度）

H30年度
決算額

(百万円）

災
害
廃
棄
物

対
策

温
暖
化
対
策

再
エ
ネ
導
入

促
進

一
般
廃
棄
物

（

事
業
系
）

排出抑制 ・減
量化 ・再資源
化施設（排出

事業者）

再資源化施設
(廃棄物処理業

者)

減量化 ・再資
源化により発
生する循環資
源等を利用す

る施設

　　内容

北海道 846
最終処分場への産業
廃棄物の搬入

産業廃棄物の排出抑制及び循環資源
の循環的な利用その他産業廃棄物の
適正な処理に係る施策に要する費用

・産業廃棄物の発生の抑制、減量化、再生利用に資する
　事業
　(事業者支援、試験研究の推進、普及啓発)
・産業廃棄物の適正な処理の促進に関する事業

○ ○ ○ ○ ○ リサイクル製品認定に伴う分析費用の一部補助

青森県 90
産業廃棄物の発生の抑制及びその減
量化、再生利用その他適正な処理の
促進に関する施策に要する費用

・事業者支援
・試験研究の推進
・普及啓発・情報提供

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

岩手県 93
産業廃棄物の発生抑制、再使用、再
生利用その他適正な処分に係る施策
に要する費用

・循環型地域社会形成推進事業
・廃棄物適正処理監視等推進事業

○ ○ ○ ○ ○ ○
建物・構築物・機械装
置等

○ ○
自ら排出する産業廃棄物等の３R推進事業、認定製品
の販売促進事業等

宮城県 455
産業廃棄物の発生の抑制、減量化、
再生利用その他適正な処理の促進に
関する施策の実施に要する費用

・産業廃棄物の発生の抑制、減量化、再生利用に資する
　事業
　(事業者支援、試験研究の推進、普及啓発・環境教育)
・産業廃棄物の適正な処理の促進に関する事業

○ ○ ○ ○ ○ ○

秋田県 181
産業廃棄物の発生の抑制、減量化、
再生利用その他適正な処理の促進に
関する施策に要する費用

・廃棄物３R・適正処理推進事業
・環境産業活性化推進事業
・環境・リサイクル産業集積促進事業

○ ○ ○ ○ ○ ○
環境イベント参加、リサイクル製品販促調査、普及
啓発

山形県 149

産業廃棄物の排出の抑制、再生利用
等による産業廃棄物の減量その他適
正処理の促進に関する施策の実施に
要する費用

・資源循環型社会システムの形成
・資源の循環を担う産業の振興
・廃棄物の適正な処理による環境負荷の低減

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 循環型産業販路拡大支援事業

福島県 518

産業廃棄物の排出の抑制、再生利用
等による産業廃棄物の減量その他適
正な処理の促進に関する施策の実施
に要する費用

・産業廃棄物の排出抑制
・産業廃棄物の再生利用の促進
・処理施設の周辺環境など施設の整備促進
・優良処理業者の育成
・処理施設に対する地域住民等の理解の推進

○ ○ ○ ○ ○
施設の住民理解支援、PCB分析補助、不法投棄の住
民監視支援

新潟県 147

産業廃棄物の発生の抑制及び再生利
用の促進、産業廃棄物の最終処分
場の設置の促進 その他産業廃棄物
の適正な処理に関する施策に要する
費用

・発生抑制、リサイクル促進事業
・適正処理推進事業
・最終処分場整備促進事業（最終処分場周辺環境整備）

○ ○ ○ ○

愛知県 557

産業廃棄物の発生の抑制、再利用及
び再生利用の促進、産業廃棄物の
最終処分場の設置の促進 その他産
業廃棄物の適正な処理に関する施策
に要する費用

・３R促進事業
　　あいち地域循環圏形成プラン推進事業
　　地域循環圏づくり推進モデル構築事業
　　循環型社会形成推進事業費補助金
・最終処分場の設置促進事業
　　広域最終処分場運営推進事業
・適正処理の推進事業

○ ○ ○ ○ ○ ○

三重県 501
産業廃棄物の発生抑制、再生、減量
その他適正な処理に係る施策に要す
る費用

・発生抑制、リサイクル促進事業
・適正処理推進事業
・最終処分場整備促進事業（最終処分場周辺環境整備）
・地域循環高度化促進事業
・脱炭素社会推進事業
　（庁舎への電気自動車用急速充電器の整備）

○ ○ ○ ○ ○

滋賀県 24
産業廃棄物の発生抑制及び再生利用
その他適正な処理に係る施策に要す
る費用

・産業廃棄物減量化支援事業
・滋賀県リサイクル製品認定事業
・工業技術センター等における研究開発事業
・資源化情報等提供事業
・産廃不法投棄防止対策事業

○ ○ ○ ○ ○ 販路開拓

補助対象とする施設

税収の状況
※ 課税客体※ 税収の使途※ 主な事業内容

「産業廃棄物」以外を対象
とした事業の有無

施設
 ・

設備
整備

研究開
発

その他補助
(支援)

　補助（支援）事業の実施状況

最終処分場への産業
廃棄物の搬入

中間処理施設又は最
終処分場への産業廃
棄物の搬入

その他施設
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○他府県の取組状況
　※出典：総務省「法定外税の実施実施状況（令和元年度）

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

新潟県

愛知県

三重県

滋賀県

指令前着手
複数
年事
業

年数 増設 更新
独自
条件

条件 産廃 一廃
あわせ
産廃

他府県
で発生
した
産廃

循環
資源

その他 概要

○
令和２年度
は交付決定
後に変更し

て運用

○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○
年度内で完了
する事業

○ ○ ○

○ ○ ２年 ○ ○ ○

導入設備によ
る年間の産業
廃棄物削減量
等が一定量以
上のもの

○ ○

○ ○

○
今年度特例

○ ○ ○ ○ ○

廃棄物を活
用したエネ
ルギー利用
施設（バイ
ナリー発電
など）

○
交付申請後
「事前着手
届」の提出
により認め
る。期間の
延びは１～
２週間程度

○ ２年 ○ ○ ○

○ ２年 ○ ○

○
新潟県内で排出さ
れた産業廃棄物

が、取り扱い廃棄
物量（災害廃棄物
を除く）の３／４
以上(重量）であ

ること

○ ○ ○

最終処分量の削減効
果、化石燃料使用量
の削減効果、二酸化
炭素排出量の削減効
果

○ ○

補助金交付時の取り扱い 補助対象施設での取り扱い範囲
審査基準における温暖化対

策要素の考慮状況

概要
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○他府県の取組状況
　※出典：総務省「法定外税の実施実施状況（令和元年度）

H30年度
決算額

(百万円）

災
害
廃
棄
物

対
策

温
暖
化
対
策

再
エ
ネ
導
入

促
進

一
般
廃
棄
物

（

事
業
系
）

排出抑制 ・減
量化 ・再資源
化施設（排出

事業者）

再資源化施設
(廃棄物処理業

者)

減量化 ・再資
源化により発
生する循環資
源等を利用す

る施設

　　内容

補助対象とする施設

税収の状況
※ 課税客体※ 税収の使途※ 主な事業内容

「産業廃棄物」以外を対象
とした事業の有無

施設
 ・

設備
整備

研究開
発

その他補助
(支援)

　補助（支援）事業の実施状況

その他施設

京都府 198
産業廃棄物の発生抑制、再使用、再
生利用その他適正な処理を促進する
ための施策に要する費用

・産業廃棄物３R支援センター運営事業
・３R技術開発等支援補助事業（技術開発、施設整備、
　販路開拓、AI・IOT技術導入等補助）
・産業廃棄物発生抑制等促進事業
・京都スマートプロダクト事業
（中小企業への環境対応支援や環境産業振興の推進）

○ ○ ○ ○ ○ 販路開拓、AI・IOT技術導入

奈良県 135
産業廃棄物の排出の抑制、再生利
用、減量その他その適正な処理に関
する施策に要する費用

・産業廃棄物排出抑制等事業費補助事業
・循環型社会推進事業
・産業廃棄物処理適正化事業

○ ○ ○

鳥取県 8

産業廃棄物処理施設の設置の促進及
び産業廃棄物の発生抑制、再生その
他適正な処理に関する施策に要する
費用

・産業廃棄物適正処理基金積立事業 ○
鳥取県産業廃棄物処理施設設置促進条例に基づく、
産業廃棄物処理施設の周辺地域の公共施設整備

島根県 267

産業廃棄物の発生の抑制、再生利用
等による産業廃棄物の減量その他産
業廃棄物の適正な処理の促進に関す
る施策に要する費用

・事業者の再資源化等への支援事業
・産業廃棄物の適正処理推進事業
・環境教育推進事業

○ ○ ○ ○

岡山県 601 産業廃棄物対策促進費用
・産業廃棄物の適正処理推進事業
・産業活動への支援事業
・意識改革事業

○ ○

産廃処分業者が行う廃
棄物搭載車両計量設備
の導入・更新と計量設
備に付属する電算処理
システムの導入・更新

○
畜産農家に対する、適正な堆肥処理に必要な資材購
入費用等の助成

広島県 597

産業廃棄物の排出抑制、減量化、リ
サイクルその他産業廃棄物の適正な
処理その他の循環型社会の形成に関
する施策に要する費用

・３R推進事業
・産業廃棄物の適正処理推進事業
・普及啓発事業
・地域廃棄物対策支援事業
　(撤去処分・事業系一般廃棄物削減対策事業)

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
市町等が行う不法投棄廃棄物の撤去処分事業、事業
系一般廃棄物削減対策事業

山口県 241
産業廃棄物の排出の抑制、再生利用
等による産業廃棄物の減量その他適
正な処理の促進に関する費用

・産業廃棄物適正処理推進事業
・資源循環型社会形成推進事業
　産業活動への支援
　(フードバンク活動促進、太陽光発電導入促進)

○ ○ ○
女性専用トイレ、更衣
室、休憩室、託児ス
ペース

○
監視パトロール、PCB分析調査費用、人材育成に係
る資格取得経費補助

愛媛県 269

産業廃棄物の排出の抑制及び減量化
並びに資源の循環的な利用その他産
業廃棄物の適正な処理の確保を促進
するための施策に要する費用

・循環型社会形成推進事業
・資源循環促進支援事業
・産業廃棄物の適正処理推進事業
・環境教育推進事業

○ ○ ○ ○ ○ 産廃許可業者に対するトラックスケール購入等

福岡県 181
産業廃棄物の排出抑制、再生利用等
の促進その他適正な処理の推進を図
る施策に要する費用

・産業廃棄物の排出抑制、リサイクル促進事業
・環境を担う人材育成・交流事業
・産業廃棄物の適正処理体制の整備
・市町村の環境行政支援事業
   (保健所設置市への交付金、保健所設置市以外が実施
   する産廃適正処理推進対策及び不法投棄防止対策に対
   する補助)

◯ ◯ ◯ ◯
保健所設置市以外が実施する産業廃棄物の適正処理
推進対策及び不法投棄防止対策に対する補助

佐賀県 104

循環型社会の実現に向けた産業廃棄
物の排出抑制、再生利用その他適正
な処理の促進を図る施策に要する費
用

・減量化・リサイクル推進事業
・産業廃棄物の適正処理推進事業
・普及啓発事業

○ ○ ○ ○
最終処分業者が導入整
備する軽量設備（ト
ラックスケール）

○

・団体が行う電子マニフェスト等による事務適正管
理の推進を図るための補助
・処分場の設置者が行う処分場周辺の管理事業等に
対する補助
・地域ぐるみで不法投棄対策の取組を行う市町に設
置された協議会等に対する補助
・廃棄物に関する学習及び普及啓発事業を行う団体
に対する補助

焼却施設及び最終処
分場への産業廃棄物

への搬入

最終処分場への産業
廃棄物の搬入
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○他府県の取組状況
　※出典：総務省「法定外税の実施実施状況（令和元年度）

京都府

奈良県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

愛媛県

福岡県

佐賀県

指令前着手
複数
年事
業

年数 増設 更新
独自
条件

条件 産廃 一廃
あわせ
産廃

他府県
で発生
した
産廃

循環
資源

その他 概要

補助金交付時の取り扱い 補助対象施設での取り扱い範囲
審査基準における温暖化対

策要素の考慮状況

概要

○ ○ ２～３年 ○ ○ ○ ○

○ ○

- - - - - - - - - - - - -

○ ○ ○ ○ ○

○ ２年 ○ ○ ○

○
ただし、
産業廃棄
物への波
及効果等
が必要

○

○
ただし
１／２
未満

○ ○
CO2の排出削減効果
の高い施設整備は補
助率が上がる

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ CO2の削減効果

○ ○ ○

◯ ◯

○ ○ ○
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○他府県の取組状況
　※出典：総務省「法定外税の実施実施状況（令和元年度）

H30年度
決算額

(百万円）

災
害
廃
棄
物

対
策

温
暖
化
対
策

再
エ
ネ
導
入

促
進

一
般
廃
棄
物

（

事
業
系
）

排出抑制 ・減
量化 ・再資源
化施設（排出

事業者）

再資源化施設
(廃棄物処理業

者)

減量化 ・再資
源化により発
生する循環資
源等を利用す

る施設

　　内容

補助対象とする施設

税収の状況
※ 課税客体※ 税収の使途※ 主な事業内容

「産業廃棄物」以外を対象
とした事業の有無

施設
 ・

設備
整備

研究開
発

その他補助
(支援)

　補助（支援）事業の実施状況

その他施設

長崎県 63
焼却施設及び最終処
分場への産業廃棄物
への搬入

循環型社会の形成に向けた産業廃棄
物の排出抑制、リサイクルの促進そ
の他適正な処理の促進を図る施策に
要する費用

・リサイクル製品活用促進事業
・長崎県廃棄物処理計画策定事業
・産業廃棄物対策事業
・未利用資源等肥料利活用促進モデル事業
・FRP漁船リサイクル処理等体制普及促進事業

○ ○

政令市が実施する産業廃棄物の適正処理推進を目的
とした監視事業（不法投棄パトロール又は産業廃棄
物処理業者等への立ち入り検査）について、専任職
員の配置に必要な経費を助成する。

熊本県 118
最終処分場への産業
廃棄物の搬入

循環型社会の形成に向けた産業廃棄
物の排出の抑制及び再利用、再生利
用その他適正な処理の促進に関する
施策に要する費用

・排出抑制・リサイクル推進事業
・適正処理促進事業
・普及啓発事業

○ ○ ○

大分県 413

循環型社会の形成に向けた産業廃棄
物の排出の抑制、再生利用その他適
正な処理の推進を図るための施策に
要する費用

・排出抑制・再生利用の推進事業
・適正処理推進事業
・基盤整備の推進
　(産業廃棄物処理施設周辺環境対策事業)
・啓発広報等推進事業

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 機械装置購入等費用、展示会出展費用など

宮崎県 249

循環型社会の形成に向けた産業廃棄
物の排出抑制、再生利用の促進その
他適正な処理の推進を図る施策に要
する費用

・排出抑制・再生利用の推進事業
・適正処理推進事業
・普及啓発事業

○ ○ ○ ○
優良産廃処理業者が行
うリサイクル設備の更
新

○ ○
産業資源循環協会が実施する優良産廃処理業者支援
事業

鹿児島県 192

循環型社会の形成に向けた産業廃棄
物の排出の抑制、減量化、再生利用
その他適正な処理の促進を図る施策
に要する費用

・排出抑制・再生利用の推進事業
・適正処理推進事業
　不法投棄対策強化事業(撤去・現状回復実施時の経費
   助成)
・普及啓発事業

○ ○ ○

県内の産業廃棄物処理
業者、県内の産業廃棄
物最終処分業者及び中
間処理業者の重量計測
器

○
リサイクル製品試験分析費補助、不法投棄現場現状
回復経費助成

沖縄県 38
最終処分場への産業
廃棄物の搬入

循環型社会の形成に向け、産業廃棄
物の排出の抑制及び再使用、再生利
用その他適正な処理の促進に関する
施策に要する費用

・産業廃棄物発生抑制・リサイクル等推進事業
・産業廃棄物の適正処理促進事業

○
○

減量化は
対象外

○ ○

北九州市 663
最終処分場において
行われる産業廃棄物
の埋立処分

廃棄物の適正な処理の推進、廃棄物
の再生利用の促進に関する事業の支
援その他環境に関する施策に要する
費用

・技術開発支援事業 ◯ FS研究、実証研究、社会システム研究

焼却施設及び最終処
分場への産業廃棄物
への搬入
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○他府県の取組状況
　※出典：総務省「法定外税の実施実施状況（令和元年度）

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

北九州市

指令前着手
複数
年事
業

年数 増設 更新
独自
条件

条件 産廃 一廃
あわせ
産廃

他府県
で発生
した
産廃

循環
資源

その他 概要

補助金交付時の取り扱い 補助対象施設での取り扱い範囲
審査基準における温暖化対

策要素の考慮状況

概要

- - - - - - - - - - - - -

○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○ ○

補助率は通常１／３
以内だが、設備の稼
働に伴うCO2排出量
の削減効果が高い設
備については１／２
以内としている

○ ○

- - - - - - - - - - - - -
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第１回資料２－３　

事業区分 H28見直し後～ 改正ポイント

施設設備整備費
補助事業

補
助
事
業

　自ら排出する産業廃棄物の排出抑制・減量化、再資源化・
製品化に係る設備機器の整備、又は他者が排出する産業廃棄
物の再資源化・製品化に係る設備機器の整備に対する補助。

・補助対象
　①自ら排出する産業廃棄物の排出抑制・減量化、リサイク
ルに係る設備の整備
　②他社が排出する産業廃棄物のリサイクルに係る設備の整
備

・補助率
　自者　１／２
　他者　１／３
　汚泥・廃プラのリサイク
ル　２／３
・補助限度額　１億円
・通算限度額　２億円

R２～
・補助率
　自他一律　１／２
　汚泥・廃プラ・建設混合廃棄物・
廃石膏ボードのリサイクル　２／３
・補助限度額
　１億円（リサイクル設備）
　５千万円（排出抑制設備）
・通算限度額　５億円

・リサイクルが進んでいない産廃に対応し補助率を上げ
た。（H23～)
・希望の多い中小規模の設備整備を促進するため、補助
限度額を下げ、対象を設備のみとした。（R2～）

リサイクル技術研究
開発補助事業

補
助
事
業

　研究の成果を自ら事業化することを前提に行う、自ら排出
する産業廃棄物の排出抑制・減量化又はリサイクル、他者が
排出する産業廃棄物のリサイクルに係る研究開発に対する補
助。

・補助対象
　①概ね３年以内に事業化することを前提に行うもの
　②①以外のものにあっては、事業化までの具体的な計画が
明確なもの

・補助率
　中小企業等　２／３
　上記以外　　１／２
・補助限度額　１千万円

・申請者の多くが中小企業であり、常設の研究部門がな
く、研究開発時に人員を確保している事例が多いことか
ら、補助対象経費に人件費を加えより多くの事業者が取
り組めるようにした。

リサイクル産業創出
事業費補助事業

補
助
事
業

　中小企業による産廃リサイクルの事業化段階における市場
調査等に対する補助。
・補助対象
　①市場投入に先立ち行う実証実験（試作品作成を含む。）
又は市場調査
　②リサイクル製品（試作品）の改良
　③展示会を活用したニーズ調査又は戦略（事業計画）策定
のために行う調査（前号の事業と同時に実施する場合に限
る。）

・補助率
　中小事業者等　３／４
　上記以外　　　１／２
・補助限度額　３百万円
　（市場調査のみの場合
　　は200万円）

・調査・実証の範囲を道外も含められるよう補助限度額
を拡大。

循環資源・リサイク
ル製品情報ネット
ワーク支援事業

・H23から「リサイクル関連情報普及啓発事業」におい
て対応。
・リサイクル認定製品の普及啓発事業により、循環資源
の利用促進と再生利用率の向上を図る。

リサイクルアドバイ
ザー派遣事業

・中小企業等の事業化に関する実務経験者を選任し、企
業のリサイクルへの取組を促進。

循環資源利用促進税
適正運用対策事業

・産業廃棄物の適正処理に対する監視体制の構築と産業
廃棄物の適正処理を推進。

特定課題研究開発事
業費補助事業

循環資源利用促進税
重点課題研究開発補
助事業

リサイクル関連情報
普及事業費

・リサイクルに関する普及啓発事業をまとめ、効果的に
実施。

リサイクル製品認定
支援事業費

補
助
事
業

・リサイクル製品の認定に伴う分析費用は、中小企業者
にとって負担が大きいため、補助率を高く設定。

食の循環モデル構築
委託事業費

食のリサイクルトッ
ププランナー育成事
業

補
助
事
業

・補助率
　中小企業等　２／３
　上記以外　　１／２
・補助限度額　１千万円
・補助対象経費に人件費を追加

　　２カ年計画で実施H25～H26
　道内の食に関連する産業廃棄物を利用したリサイクル製品を用いて地域ブランドを構築
する取組に要する経費の一部に補助金を交付。

 ・セミナー等の開催
  廃棄物処理、３R及びゼロ・エミッションをテーマとして、企業等の講演や企業からの参加者も含むワークショップを通じて資源
の有効活用を学び、もって環境保全に取り組む人材を育成するセミナー等を開催
・普及啓発
  道民や産業廃棄物の排出事業者に対し、様々な産業廃棄物がリサイクルでき、道民生活と結びついていること、環境貢献へつなが
ることを知ってもらい、リサイクルの意識を高めるため、新聞広告やテレビ・ラジオの番組を活用し情報発信するなど普及啓発を
実施。
・リサイクル製品認定制度の啓発、認定製品の普及促進
　市町村や関係団体へのパンフレットの配布、各種展示会への出展などにより、認定制度の啓発を図るとともに認定製品の普及を
促進。

・補助対象
　リサイクル製品認定に係る認定申請及び更新時に
実施する試験分析費用。
・補助率
　①中小企業者 　２／３以内
　②①以外　　 　１／２以内
・上限額　　３０万円

H23～H24
　食品産業に関わる廃棄物利活用システムを構築する排出から利用までの社会実験を
委託により実施

・５年毎に、計画的に実施。
・リサイクルの効果が大きい廃棄物や技術的な課題を抱
える廃棄物を特定課題として、重点的に支援する。

・補助率
　中小事業者等　３／４
　上記以外　　　１／２
・補助限度額　５百万円
　（市場調査のみの場合は200万円）

・「循環夢ネット」の運営
　道内の企業等における循環資源の利用状況やリサイクル製品等についてデータベースを構
築し事業者間のマッチングを図る
 ・リサイクルに関するセミナー等の開催

・リサイクルアドバイザー
　産業廃棄物の排出抑制・減量化又はリサイクルに取り組む道内の中小企業に対し、技術的・専門的な指導・助
言やリサイクルに関する講演などを行うリサイクルアドバイザーを派遣。
・リーガルアドバイザー派遣
　循環税制度の円滑な運用と適正処理促進のため、排出事業者責任で理解することとされている法令内容とこれ
に沿った事務手続(マニフェスト交付等)について、道職員を事業所及びセミナー等に派遣。
・リサイクル人材育成セミナーの開催

・産廃110番の設置
　通報ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙの設置による通報しやすい環境の整備
・広告等を利用した普及啓発
・民間事業者との連携協定締結

・産廃の排出・処理状況の実態調査を毎年実施
　H25～
・スカイパトロールの実施
　不適正処理の未然防止・早期発見に向け、道警等と
連携し実施

H31～
・PCB早期処理
　①アンケート調査を通じて電気機器にＰＣＢが含まれているか確
認を促すとともに保管事業者等の把握を実施。
　②分析によるＰＣＢの含有の判別が必要な機器の所有者に対し
て、分析費用の一部を補助。

補
助
事
業

・道総研が実施する研究開発に要する経費を補助

H22～H26（第Ⅰ期）
・新たなリサイクル技術の開発や産業廃棄物の排
出・処理の実態調査など基盤的取組を実施。

　

H27～R1（第Ⅱ期）　R2～R5(第Ⅲ期）
・技術的な課題等によりリサイクルが進まない産業廃棄物について、事業
者等が利用可能なリサイクル技術を開発し、排出抑制や循環的利用を推
進。

循環資源利用促進税【税事業内容の経過】

事業内容　　H18税導入時～ H23見直し後～

・補助率
　自他一律　１／２
　汚泥・廃プラのリサイクル　２／３
・補助限度額
　３億円（リサイクル施設）
　１億円（排出抑制施設）
・通算限度額　５億円

・補助率
　自他一律　１／２
　汚泥・廃プラ・建設混合廃棄物・
廃石膏ボードのリサイクル　２／３
・補助限度額
　３億円（リサイクル施設）
　１億円（排出抑制施設）
・通算限度額　５億円
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